
関西広域連合への権限移譲を求める意見書

本年１２月に発足した関西広域連合は、府県で構成する全国初の広域連合

であり、その目的としては、関西における防災や観光などの広域行政を展開

することと、国の地方支分部局を中心とした国の事務・権限のうち、広域自

治体として担うべき事務の移譲の受け皿という機能を果たすことである。

一方、政府においては、６月に地域主権改革大綱を閣議決定し、国の出先

機関改革として、地方への権限移譲を進めようとしているが、一向にその道

筋が示されない状況にある。また、これまでの議論の中で、府県域を越える

事務の実施は、府県間の調整では無理であるから国で行う必要があるとの理

由が示されてきた。

しかしながら、こうした理由は、全国に先駆けて、国から広域的な事務の

権限の移譲を受けるための具体的な体制を整えた関西では通じないものであ

る。さらに、この様な関西での取組を実効性あるものにしなければ、政府が

進めている地域主権改革は絵に描いた餅となる。

よって、国におかれては、住民の身近なところで地域の実情を踏まえた行

政を展開し、権限と責任の所在を明確にする地方分権改革の本旨に基づき、

関西広域連合への財源を含めた事務権限の移譲を早期に進めるよう強く要望

する。

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。
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